
No.
意見提
出者（順
不同）

御意見の概要 御意見に対する考え方
命令等への
修正の有無

1 匿名 反対（ほか同旨意見2,153件） 反対に係る具体的な理由の記載がないため、参考意見として承ります。 無

2 匿名 反対。国会で議論してほしい（ほか同旨意見27件）
本改正は、戸籍の附票の写し又は戸籍の附票の除票の写しの交付に関する省令（昭和60年法務
省・自治省令第１号）について、法律の委任の範囲内で行うものです。 無

3 匿名
省令案に賛成するが、オンライン申請の普及や除票のコンビニ証明対応等により、窓口に行く手間の削減に
注力すべきである。将来的には、電子署名やマイナンバー・住民票コードの活用により、官民問わず証明書
の提出自体不要の方向に持って行くことが望ましい

賛成意見として承ります。 無

4 匿名 こういった法改正をするのではなく、戸籍制度そのものを廃止することとし、住民基本台帳ならびに住民票へ
の統合を図るべき。

戸籍制度に関する意見として承ります。 無

5 個人 戸籍がある地域によっては、戸籍関連の書類に時間とお金を有する場合がある。また、郵送のみしか対応し
ない自治体もあり是正していただきたい

本改正は戸籍の附票の写しの交付の請求等について、対面により本人確認を行った上で、窓口
に備え付けられたタブレット端末等を利用した請求を可能とするものです。
また、現行においても、各市町村の判断により、電子署名を付したオンライン申請を行うことが可
能です。

無

6 個人 ほぼ同時期にしている住民基本台帳法の省令のパブリックコメントは概要でR7/3/31施行としている。こちら
の概要は4月中旬施行となっている。この施行日のずれは一体どういう理由によるのか。

本改正は、令和7年３月31日に施行された住民基本台帳法施行規則及び住民基本台帳の一部の
写しの閲覧並びに住民票の写し等及び除票の写し等の交付に関する省令の一部を改正する省令
（令和７年総務省令第22号）とは被改正省令が異なるものです。本改正については、所管する総
務省及び法務省で適切に改正内容を検討した上で、施行期日を令和７年４月中旬としておりま
す。

無

7 個人

戸籍の広域交付ができるようになって便利がよくなったが、附票は対象になってない。相続とかで傍系を負う
必要があり、日ごろ親戚づきあいがないところまで追っかけるには、連絡手段としての附票は発行できるべ
きと思うがなぜ改正しないのか。また、公用請求で、戸籍の広域交付が可能になったことはありがたいが、滞
納者や道路の用地買収、危険家屋の対処などのために死亡者の財産を引き継ぐ相続人と早くに連絡をとる
手段として、附票の広域交付は有益だと思う。この部分に改正の手を入れなければ、デジタル化で便利に
なったよといっても、本当の意味で、行政効率が良くなったとは言えないのではないか。

本改正は戸籍の附票の写し等の交付の請求等について、対面により本人確認を行った上で、窓
口に備え付けられたタブレット端末等を利用した請求を可能とするものですが、戸籍の附票の交
付制度に係る参考意見として承ります。

無

8 匿名 反対。単純な署名では本人確認とならない。筆跡の確認を必須とすべきである。

本改正により、窓口に備え付けられたタブレット端末等を利用して戸籍の附票の写しの交付の請
求等を行う場合には、対面により本人確認を行った上で、電子ペンによるサインをさせることによ
り、請求が請求者本人によるものとして真正に成立したことを担保することが可能と考えておりま
す。

無

9 匿名 反対。個人情報の漏洩が懸念される。本人確認をより厳格にすべき。（ほか同旨意見46件）

本改正は戸籍の附票の写しの交付の請求等について、対面により本人確認を行った上で、窓口
に備え付けられたタブレット端末等を利用した請求を可能とするものです。窓口に備え付けられた
タブレット端末等を利用して手続を行う場合の個人情報の保護については、各自治体において、
関係法令や各自治体のセキュリティポリシー等に則り、適切に行われるものと考えます。

無

戸籍の附票の写し又は戸籍の附票の除票の写しの交付に関する省令の一部を改正する省令（案）に対する意見募集の結果
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10 匿名 反対。はんこ文化、戻してほしい
押印については、押印による民事訴訟法上の推定は形式的証拠力の観点から限定的である等と
されていることを踏まえ、戸籍の附票の写し等の交付の請求に当たり求めないこととしているもの
です。

無

11 個人

疑問１　住民票の省令改正が少し早くパブコメを始め、3月31日施行となっています。こちらは４月中旬施行と
いうことで、なぜ、一緒の施行日にできないのでしょう。どちらも根っこは住民基本台帳法で同じ法律なのに
です。疑問２　趣旨に書かれている省令改正が令和６年度中に整備されたのなら、なぜ同じ６年度中に始め
られなかったのでしょうか。できる規定が設けられたら、関連省令もそれに向かった準備ができているという
のが、一般的なのではないでしょうか。よく法令の改正は、まとめた改正や、主要な改正の附則で関連もの
の改正をしたりして、一連で一体的にすると思うのですが、なぜ今回はそういう方法をとらず、ばらばらなの
でしょう。

No６を御参照ください。 無

12 個人
意見者は法律学科卒、人材管理上法的管理権限を有する。本件戸籍交付手続きの簡略化が個人情報流
出・機密保護・人権保障・戸籍の不正利用につながらないよう本人のなりすましなどには十分に配慮し、戸
籍交付時には細心の注意を払ってください。

本改正において、窓口に備え付けられたタブレット端末等を利用して戸籍の附票の写し等の交付
の請求を行う場合には、対面による厳格な本人確認が求められ、これにより、なりすまし等の不正
を防止することが可能と考えます。

無

13 匿名 本改正案に反対する。理由は、戸籍制度自体が不要であると考えるからである。国民を個人として尊重する
憲法13条の理念を体現する制度に変更すべきである。住民票があれば十分なのではないか？

戸籍制度に関する意見として承ります。 無
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